
令和 7 年度実施施策に係る政策評価書（事後評価） （環境省 7 - ⑩ )

目標 ３－４

令和 8年 9月

測定指標 基準値 目標値

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

100 100 100 100 100 100 100

96.3 97 96.8 集計中 - - -

100 100 100 100 100 100 100

100 100 100 100 - - -

3 2 2 2 - - -

3 2 2 2 - - -

(1)

土壌汚染対
策費
（平成28年
度）

1,2 004821 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

環境管理技
術調査検討
費
（昭和50年度)
【関連R5-7、
関連R5-9】

1 004786 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

政策評価実施予定時期

1

土壌汚染対
策法第6条に
規定する要措
置区域におけ
る措置の実施
率（％）
（成果実績＝
措置実施区
域数／要措
置区域数）

施策名

施策の概要

達成すべき目標

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

政策体系上の
位置付け

土壌環境の保全

○市街地等土壌汚染対策については、土壌汚染による人の健康被害の防止のために、土壌汚染対策法に基づき、土壌汚染による環境リスクの適切な管理を推進する。
○ダイオキシン類については、ダイオキシン類土壌汚染対策地域において対策事業を実施する。
○土壌汚染対策法の目的の対象となっていない生活環境、農作物を含めた植物、生態系の保全について、実態把握を進め、土壌汚染対策での対応について検討する。

土壌汚染による環境リスクを適切に管理し、土壌環境を保全する。

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）
　第2部環境政策の具体的な展開　第3章重点戦略を支える環境政策の展開　第4節環境リスクの管理等
　第3部環境保全施策の体系　第1章環境問題の各分野に係る施策　第4節水環境、土壌環境、海洋環境、大気環境の保全に関する取組及び第5節包括的な化学物質対策に関する取組

水・大気環境局
環境管理課
環境汚染対策室

政策評価実施時期

３．大気・水・土壌環境等の保全

担当部局名

-

- - ○- -

- -
ダイオキシン類対策特別措置法では、汚染が確認されたところであって、人が立ち入ることができる地域を都道府県知事が指定し、対策事業
を実施することになる。このため、ダイオキシン類土壌汚染対策地域の対策完了率は、対策の進捗状況を示すのに適した数値であるため、測
定指標として設定した。

○100

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

2

3

土壌環境基
準等の設定・
見直し等に係
る調査等の事
業の実施件
数

ダイオキシン
類土壌汚染
対策地域の
対策完了率
（％）

達成手段
（開始年度）

- 100 --

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成
年度ごとの目標値
年度ごとの実績値

環境基本法では、環境基準について常に科学的に適切な判断を加えて改定することとしているため、土壌環境基準等の設定・見直し等を測定
指標として設定した。また、これらの設定・見直し等を検討した結果、直ちに設定・見直し等を行う必要がない場合もあるため、定量的な測定指
標としては検討を行った項目の数として設定した。なお、継続的に達成・維持を目指すべきものであるため、具体的な目標年度の設定は困難
である。

△

土壌汚染対策法では、土壌汚染がある土地を健康被害のおそれの有無に応じて区域指定しており、土壌汚染による健康被害のおそれがある
土地は、要措置区域として指定されることになる。このため、要措置区域において汚染の除去等の措置が講じられることが、土壌汚染による健
康被害の防止という観点から重要であり、要措置区域における汚染の除去等の措置を実施し区域指定を解除された区域の実施率を指標とし
て選定した。



(3)
PFAS対策推
進費
（令和5年度）

3 019682 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

水・土壌環境
における有害
物質等の対
策検討調査
費
(令和５年度)

3 004790 (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

【主な目標】 

【副次的効果が期待される目標】 

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

ＳＤＧｓ目標との関係

○各年度　土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果（環境省）
○各年度　土壌汚染調査・対策手法検討調査業務（環境省）
○各年度　ダイオキシン類対策特別措置法施行状況（環境省）

【施策】

【測定指標】

次期目標等
への
反映の方向
性

（判断根拠）

（各行政機関共通区分）

目標達成度
合いの
測定結果

③相当程度進展あり

○施行状況調査の結果、土壌汚染対策法の適切な運用により、【要措置区域における措置の実施率】（測定指標１）は96.8％(令和６年度末）であり、概ね高い達成率となっているため。　なお、措置の実施率の算出に用いる措置実施区域数について
は、平成27年度から、「措置を実施中の区域数」を追加している。
○ダイオキシン類土壌汚染対策地域（以下「ダイオキシン類対策地域」という。）として指定された6地域全てにおいて、対策計画に基づく対策が平成27年度までに完了しており、平成26年度以降はダイオキシン類対策地域として指定された地域もなく、
【ダイオキシン類土壌汚染対策地域の対策完了率達成率】（測定指標２）が100％を維持できているため。
○土壌環境基準等の設定・見直し等として、２物質について分析方法の検証を行ったことから、【土壌環境基準等の設定・見直し等に係る調査等の事業の実施件数】（測定指標３）である２件を達成できているため。

○測定指標１について、土壌汚染対策法に基づく調査・対策の実施状況等に関する情報の収集及び関係者への提供、低コスト・低負荷な土壌汚染対策の実証試験等の各種事業を進めていくことで、確実な土壌汚染対策の実施に寄与できているものと考えられるが、土地の状況によって
は、要措置区域への指定から措置の着手までに時間を要する場合もあり、目標として掲げる土壌汚染対策法に規定する要措置区域での措置の実施率100％には至っていない。また、市街地等で操業中の中小企業等の敷地又はその跡地といった土地については、経済的な理由等により土
壌汚染対策が十分に行われていない事例が存在する場合がある。
○土壌汚染対策法においては、改正法施行後５年を経過した場合において、その施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、その規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとしており、土対法の見直しに向けた点検作業を行う必要がある。

平成29年５月に成立した「土壌汚染対策法の一部を改正する法律」（平成29年法律第33号）の附則を踏まえ、令和６年７月に中央環境審議会水土壌・農薬部会土壌制度小委員会を設置し、土壌汚染対策法の点検・見直しに係る検討を進めているとこ
ろであり、その結果も踏まえて方向性を検討する。

＜参考：施策の実施における活用状況＞
○土壌汚染対策法の点検・見直しにおいて、中央環境審議会水土壌・農薬部会土壌制度小委員会等を設置し、学識経験を有する
者も委員として参画し、その知見を活用して、見直しの論点等について一定の成果を得た。
○低コスト・低負荷な土壌汚染対策の実証試験の実施において、学識経験を有する者が委員として参画し、実証試験を行う事業者
に対して助言や評価を行い、実証試験について一定の成果を得た。

土壌汚染状況の調査・対策手法等に関するガイドライン等の作成・改訂を行うとともに、調査・対策の実施状況等について情報の
収集及び関係者への提供、低コスト・低負荷な土壌汚染対策の実証試験等を実施し、土壌汚染対策法の着実かつ円滑な施行に
努めた。
当該取組を通じて、目標3番「全ての人に健康と福祉を」の達成に貢献できた。

要措置区域における汚染の除去等の措置を実施し区域指定の解除を図ることで、目標11番「住み続けられるまちづくりを」の達成
に貢献できた。

学識経験を有する者
の知見の活用

評
価
結
果

各測定指標について適切に測定できていることから、変更しない。


